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◎申込先・問い合わせ先…本庁建築住
宅課　☎㉑ 8532 または各支所建設課

◇対象私道…❶道路幅員が１．８㍍以上
であるもの❷一端が公道または建築基
準法に基づく道路位置指定を受けた他
の私道に接するもの❸当該私道に面し

て家屋が２戸以上存在すること（同一所
有者の所有する家屋にあっては１戸とみ

なす）❹私道境界が明確であるもの❺
維持管理を行う人が明確であること

◇補助事業者…私道に面し、居住する

人のうちから選任された人
◇補助対象工事…舗装工、排水工、防
護柵工、法面工などの原形復旧に要す

る経費で、その合計額が 20万円以上
であること（震災以降に着手し、既に工
事が完了している場合も対象です）
◇補助率など…対象経費の４分の１以
内の額で、限度額 50万円（千円未満の

端数は切り捨て）
◇申請受付…４月２日㊊～
◎問い合わせ先…本庁維持課　☎㉑
8521 または各支所建設課

　水道が整備されていない区域にお住
まいで、災害により井戸枯れや減水、水
質悪化など被害を受けた自家水道施設
について、復旧経費の一部を補助します。
◇補助対象施設…井戸などの掘削やポ

ンプの設置、給水管の布設など

◇補助額…対象経費の２分の１以内の

額で限度額 50万円
◎申請先・問い合わせ先…簡易水道課
☎㉑ 8572 または各支所水道課

事▶復旧工事とはいえない工事
◇補助率と補助限度額…【補助率】工
事費の 1/2【補助限度額】上限 200万
円（対象工事費 400万円）
◇受け付け…４月２日㊊から

◎問い合わせ先…本庁都市計画課　☎
㉑ 8541 または各支所建設課

◇募集戸数…85戸
◇対象住宅…市内の木造住宅で▶昭和
56年 5月31日以前に着工されたもので、
その後増築されていない▶在来軸組工
法または伝統的工法による一戸建て住
宅で地上 2階建て以下―のいずれにも

該当するもの

◇所有者負担額…３千円／戸
◇必要書類…本庁建築住宅課または各
支所建設課に備え付けの申込書、建築
年月日の確認できる書類（建築確認通
知書や固定資産税課税明細書など）
◎申込先・問い合わせ先…本庁建築住
宅課建築指導係または各支所建設課

　市が実施した耐震診断を受け、その

診断結果により行う耐震改修工事に対
して、最大 75万円の補助を受けること

ができます。また、固定資産税や所得
税の控除を受けられます。
◎申込先・問い合わせ先…本庁建築住
宅課建築指導係または各支所建設課

◇対象住宅…市民が居住する建築後十
年以上経過した住宅
◇対象工事…市内の施工業者を利用し

た住宅のリフォーム

◇助成額など…経費の一部をお住まい

の地域で利用できる商品券で助成しま

す。※詳しくはお問い合わせください。
◇住宅リフォーム事業および生活再建
住宅支援事業の説明会…【日時】４月
18日㊌ 14時～ 15時 30分【会場】本
庁２階大会議室

ない住宅を耐震改修する工事費用の２
分の１以内で限度額 60万円【バリアフ

リー改修】床の段差解消や手すり設置
などのバリアフリー改修の工事費用の２
分１以内で限度額 60万円【県産材使用
改修】県産木材を使用した改修工事費
の２分１以内で限度額 20万円
■災害復興住宅新築工事
◇対象者…地震により自ら居住していた

住宅のり災証明書の交付を受けた人ま

たは家族で、住宅を滅失、やむを得ず

解体または居住不能となり、市内に自ら

居住するための住宅を新築または購入す

る人
◇補助額など…【バリアフリー対応工事】
床の段差解消や手すり設置など一定の

基準を満たす場合に床面積の区分ごと

に定額補助、75平方㍍未満の場合 40

万円、75～ 120平方㍍未満の場合 60

万円、120平方㍍以上の場合 90万円【県
産材使用工事】県産木材の使用量ごと

に定額補助、10立方㍍以上 20立方㍍
未満の場合 20万円、20～ 30立方㍍
未満の場合 30万円、30立方㍍以上の

場合 40万円
◎問い合わせ先…本庁建築住宅課　☎
㉑ 8532 または各支所建設課

■被災宅地復旧工事
◇対象宅地…市内にある個人が所有す

る居住の用に供する建築物がある宅地
で、東日本大震災で被災した宅地
◇補助対象者…対象宅地にある住宅に

居住する所有者またはその同居の家族
で復旧工事を行う人
※ただし、23年度中に被災宅地の復旧
工事に関する補助金の交付を受けた人
は対象となりません。
◇対象工事および経費…▶のり面の保
護▶排水施設の設置▶地盤の補強およ

び整地▶擁壁の設置および補強（旧擁
壁の除去を含む）▶地盤調査および設
計調査費▶その他被災宅地の安全性の

回復に必要な被災宅地復旧工事として

市長が認めたものに要する経費―のい

ずれかの復旧工事などで、対象経費の

合計額が 20万円以上であること

◇対象とならない復旧工事…▶アパート

などの不動産事業用の宅地▶空き家と

なっている宅地の復旧工事▶非住家の

再建または補修のための宅地の復旧工

連
載復興への道程

東日本大震災関連各種制度のお知らせ

　自主防災組織の活動に使う発電機など

の資器材の購入に関して助成を行ないます。
◇対象…自主防災組織
◇金額…限度額 15万円。ただし、自主
防災組織を構成する行政区が複数の場
合は、15万円に行政区数を乗じた金額
※詳しくは、地域ごとに自主防災組織代
表者の説明会で説明します。
◎問い合わせ先…消防本部防災課　☎
㉕ 5913

　震災により居住する住宅が全壊する

など、生活基盤に著しい被害を受けた

世帯に対し支援金を支給し、生活の再
建を支援する制度です。
　住宅の被害程度に応じて支給される

基礎支援金と住宅の再建方法に応じて

支給される加算支援金の２つが支給さ

れます。
◇申請期限…【基礎支援金】平成 25年
４月10日【加算支援金】30年４月10日
◇対象世帯…市内に居住する世帯で、
震災により、▶全壊▶大規模半壊▶半
壊しやむを得ず解体▶敷地に被害が生
じやむを得ず解体―した世帯
※世帯主が申請してください。
◇支援金の支給額…被害の程度、再建
方法によって異なります。詳しくは問い

合わせてください。
◎問い合わせ先…本庁児童福祉課総務
係または各支所保健福祉課

　震災により、県内で自宅が全壊（半
壊解体、敷地被害解体を含む）し、市
内で住宅を建設または購入する世帯に

対し、補助金を交付します。
◇対象者…▶県内において居住する住
宅が全壊（半壊解体、敷地被害解体含
む）し、被災者生活再建支援金の基礎
支援金▶市内において自宅を建設また

は購入して、被災者生活再建支援金の

加算支援金―をどちらも受給している人

◇補助金額…【発災時の世帯人数が複
数の場合】100万円【発災時の世帯人
数が単数の場合】 75万円
◎問い合わせ先…本庁児童福祉課　☎
㉑ 8357

　災害により負傷または住居 ･家財の

損害を受けた人に、生活再建に必要な

資金を融資する制度です。
◇融資対象…❶世帯主が災害により負
傷し、その療養に 1 カ月以上要する❷
家財の３分の１以上の損害❸住居が全
壊・半壊・流出のいずれかの被害を受
けた世帯の世帯主
◇融資内容…【世帯主が負傷】融資限
度額 150万円【家財の３分の１以上の損
害】融資限度額 250万円【住居の半壊】
融資限度額270万円【住居の全壊・流出】
融資限度額 350万円。融資金利年1.5%

（連帯保証人がいる場合は無利子）、返
済期間 13年（据置期間 6年を含む）
◇ 申込期限…30年３月 31日
◎問い合わせ先…本庁児童福祉課総務
係または各支所保健福祉課

　東日本大震災により被害を受けた人
の 24年９月分までの介護保険料・介護
保険サービス利用料を減免します。
◇対象…震災により第 1号被保険者（65

歳以上の人）またはその人と同居する主
たる生計維持者が▶死亡した▶生活保
護法による生活扶助を受けることとなっ

た（利用料を除く）▶障がい者となった

▶行方不明の▶自ら居住する住宅（借家
を除く）が 10分の２以上の損害を受け

た▶（保険料のみ）23年の事業収入な

どの減少額が、22年中の事業収入額な

どの 10分の３以上である（失業または

事業の廃止などにより当面の間、収入
が見込めない場合を含む）▶（利用料
のみ）23年３月～ 24年２月までの所得
金額が、前年中の合算合計所得金額な

どの２分の１以下の▶原発事故に伴い、
政府の避難指示などの対象となってい

る▶特定避難勧奨地点に居住している

ため、避難を行っている―場合※他に

も所得要件があります

◇減免割合…要件によって異なります。
詳しくは、問い合わせください。
◎問い合わせ先…一関地区広域行政組
合介護保険課　☎㉛ 3223

　被災した住宅の早期復興を支援する

ため、住宅ローンの利子や被災した住
宅の補修費、宅地の災害復旧工事に要
する経費の一部を支援します。
■利子補給
◇対象者…地震により自ら居住していた

住宅のり災証明書の交付を受けた人ま

たは家族で、自ら居住するための住宅
の新築または補修を目的に金融機関な

どから借り入れした人
◇対象となる利子補給対象融資など…
【❶新築の場合】民間金融機関から借り

入れした当初５年間の利子額（補助対
象上限額 1,460万円、利率２％以内）【❷
補修の場合】住宅金融支援機構または

民間金融機関から借り入れした当初５
年間の利子額（補助対象上限 640万円、
利率１％以内）【❸既往住宅債務の場合】
被災住宅に係る既存ローンを有する人で

新たに住宅ローンを借り入れた場合の既
存ローン５年間分の利子相当額を一括
補助
◇申請期間…❶および❸は 28年度ま

で、❷は 25年度まで

■住宅補修工事など
◇対象者…【補修の場合】自ら居住して

いる住宅が半壊、一部損壊のり災証明
書の交付を受けた人または家族で被災
者生活再建支援法に基づく支援制度の

対象とならなかった人【改修の場合】自
ら居住している住宅のり災証明書の交付
を受けた人または家族
◇補助額など…【補修】地震で被災し

た部分の10万円以上の補修工事費の２
分１以内で限度額は 30万円、加算額と

して対象費用の 10分の１以内、限度額
10万円（耐震改修助成事業と併せて実
施する場合 20万円）分を商品券で交
付（ただし、住宅リフォーム助成事業で

既に交付を受けている額を控除した額）
【耐震改修】現在の耐震基準を満たさ

自主防災組織活動助成金

自家水道施設災害復旧工事補助金

緊急経済対策住宅リフォーム助成
事業

生活再建住宅支援事業

木造住宅耐震改修助成事業

木造住宅耐震診断

震災に伴う介護保険料・サービス
利用料の減免

被災者生活再建支援金制度の申請
期限が延長されました

災害援護資金の金利、返済期間が
変更されました

被災者住宅再建支援事業費補助金

私道災害復旧工事補助金


